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入院・入所要介護老人のニーズと適合施設に関する研究

山崎 紀美 北川 定謙

成瀬 優知 鏡森 定信

　現在，各種の高齢者サービスが進められているが，必ずしも実際に供給されるサービスと高齢者のニーズ

が一致せず，両者の間にミスマッチがある場合もある。

　特養ホームの入所対象者が入院したり，本来，在宅療養が適当であるにもかかわらず，入院を継続するい

わゆる「社会的入院」について，以前から指摘されていた。

　しかし，これを数量的に明らかにしたわが国の論文は見あたらない。

　本研究は，施設・在宅サービスを計画的に整備し，それらの社会資源を効率的に運用することを目的に，

要介護老人のニーズを基礎にした施設入所対象数を試算し，これと老人保健福祉計画の入所対象数を比較検

討した。社会資源は，白澤1)のいう「保健・医療・福祉・住宅の各種公的サービスにとどまらず，ボランテ

ィアや近隣の支援を含むサービス資源」とした。「社会資源が整備された場合，要介護老人のニーズに最も

適する施設（以下，最適施設と略す。）」の各施設対象者の数量化を試みた。調査地域は，都市近郊のS地

域と農村のN地域の2地域であり，対象者は，病院，老健施設，特養ホームを調査時点（1992.12.10）に

入院・入所した全要介護老人である。各施設の看護婦長等が，対象者別に各項目を判定し，以下の結果を得

た。

(1)　入院患者のうち，看護婦長等が「最適施設は病院である。」と判定した割合は，S地域では全患者の

84.6％であり，N地域では66.6％であった。

(2)　全対象者のうち，「最適施設は在宅である。」と判定した割合は，S地域では11.7％であり，N地域で

は14.1％であった。

(3)　老人保健福祉計画の策定に最適施設の手法を用いると，目標年度（2000年度）のS地域の在宅対象

数は，計画値より21.1％増加し，N地域は27.2％増加した。

　今後，老人保健福祉計画の実施に伴い，在宅療養数が増加し，その結果，一人当たりの在宅支援サービス

は不足することもありうる。
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